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令和８年度（２０２６年度） 

御船町戸建て木造住宅耐震改修等事業 

利用の手引き 

 

 本事業は、戸建て木造住宅の地震に対する安全性の向上を目的として、予算の

範囲内で耐震改修設計、耐震改修工事、建替え工事、耐震シェルター工事及び耐

震診断に要する費用の一部を補助します。 

 

 

 

 １ 御船町戸建て木造住宅耐震改修等事業について 

 ２ 事業の流れ 

 ３ 事業の実施 

 ４ 申請書類等の入手先 

   

  

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

御船町 建設課 都市計画係（役場２階） 

（住所）〒８６１－３２９６ 熊本県上益城郡御船町大字御船９９５番地１ 

（電話）０９６－２８２－１３１２ 

（ＦＡＸ）０９６－２８２－２８０３（代表） 
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＜本事業のフロー図＞ 

  

※1 被災者生活再建支援制度の加算支援金（建設・購入）200万円による住宅の建設・購入が可能であるため補助対象外

※2 原則として既存建築物が存する敷地を含む敷地で行う建替え工事のみ対象

対象住宅

　次に掲げる要件を全て満たす住宅（ただし、その他町長が補助事業の適用が可能と認めるときは、補助対象住宅とすることができる。）

(1) 御船町内に存在する戸建て木造住宅で、現に住宅所有者の居住の用に供されているもの

(2) 在来軸組構法、枠組壁工法又は伝統的構法によって建築された地上階数が３以下のもの

(3) 平成12年５月31日以前に着工したもの又は次のいずれかの書面により平成28年熊本地震によりり災したことが確認できるもの

　ア　災害対策基本法に基づくり災証明書の写し

　イ　り災報告書(様式第22号)

(4) 補助金の申請者以外に所有権を有しているものが存する場合、町長がやむを得ないと認める場合を除き、その全員が補助事業の実施について承諾が得られて

いること。

(5) この要綱又は他の要綱に基づく補助金の交付を過去に受けたことがないもの

判断Ａ
「熊本地震で罹災して
いるか」

Yesとなる場合
・り災証明書の交付を受け

ている場合

・り災報告書によりり災し

たことを確認できる場合

判断C
「被災者生活再建支援

金の加算支援金（建
設・購入）の支給対象
であるか」

Yesとなる場合
・全壊で建替えを行った場

合

・大規模半壊で建替えを

行った場合

・長期避難で建替えを行っ

た場合

・半壊で建替えを行った場

合

凡例
　
　　　　Ｙｅｓ

　　　　Ｎｏ

　　　　選択

　　　　判断

　
　　　　補助対象

耐　震　化　等　完　了

判断Ｂ
「耐震性があるか」

Yesとなる場合
・耐震診断の結果、Iw値が

1.0以上である場合

耐震診断(一般診断)

B

耐震改修設計

Yes

Yes

Yes

No

No

No

改修

Ａ

No

Ｂ

Ｃ

改修工事計画

策定

2000年基準
（平成12年6月1日

以降着工）

旧・新耐震基準
（平成12年5月31日

以前着工）

詳細な

建物調査

建替え

耐震改修工事

総
合
支
援
メ
ニ
ュ
ー
（
耐
震
設
計
＋
耐
震
改
修
工
事
）

建替え工事計画

策定

耐震設計

建替え工事

総
合
支
援
メ
ニ
ュ
ー
（
耐
震
設
計
＋
建
替
え
工
事
）

Yes

No

補助制度

対象外 ※1

※2

※耐震診断をすでに実施している場合は、

耐震診断からスタート

まずは住宅の建築年月日を

ご確認ください！
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 御船町では、令和６年度から令和８年度までの期間、熊本県からの支援を受

けて、耐震診断、総合支援メニュー（耐震改修工事及び建替え工事）につい

て、令和８年度まで補助額を増額します。 

増額の対象となるのは、平成 12年５月末までに着工した住宅です。 

 

（１）補助の対象となる住宅（次のすべての用件を満たす住宅が対象） 

□ 御船町内に存在する戸建て木造住宅で、現に住宅所有者の居住の用に供さ

れているもの（併用住宅の場合、店舗等の床面積が延床面積の２分の１未満

のもの）（借家、長屋、共同住宅は対象外） 

□ 在来軸組工法、枠組壁工法または伝統的構法によって建築された地上階数

が３階以下のもの 

□ 平成 12 年５月 31 日※以前に着工したものまたは平成 28 年熊本地震により

り災したことが確認できるもの 

□ 建築基準法に係る違反がないもの など 

 

 

⚠注意事項 

●目的や補助対象が重複する、他の国（町）の補助金との併用はできません。 

●過去に目的が重複する本事業の補助を受けている場合は、補助が受けられま

せん。また、すでに耐震診断や耐震改修工事が完了しているもの、補助金の

交付決定通知日より前に工事契約の締結、施工等してしまった場合等は、補

助が受けられません。 

 

（２）補助の対象となる方 

以下のすべての要件に該当する必要があります。 

□ 補助の対象となる住宅の所有者 

  ※申請者以外に所有権を有している人がいる場合、その全員が補助事業の実施につい

て承諾していること 

□ 町民税等を滞納していない方 

１ 戸建て木造住宅耐震改修等事業について 

※耐震診断以外の個別メニュー及び耐震シェルター工事については、 

昭和 56 年５月 31 日以前に着工されたもの 
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（３）補助対象、補助金の額 

 

 

  概 要   

  建築物の地震に対する安全性を評価する耐震診断に要する費用の一部を補

助します。 

 

（ア） 補助金の額は、次の①又は②のいずれか低い方の額です。また、千円未

満の端数は切り捨てた額とします。 

（Ａ） 平成 12年５月 31日以前に着工した住宅 

   ① 補助対象経費に補助率を乗じて得た額（上限 15万 8,000 円） 

② 補助対象経費に３分の１を乗じた額（上限６万 8,000 円）に９万円を 

加算した額 

（Ｂ） （Ａ）に該当せず、かつ、平成 28年熊本地震によりり災したことが確 

認できる住宅 

   ① 耐震診断に要する費用に３分の２を乗じて得た額 

   ② ６万８千円 

 

 

（イ） 対象となる診断内容は次のとおりです。 

● 一般財団法人日本建築防災協会出版「2012 年改訂版木造住宅の耐震診

断と補強方法」に掲げる一般診断法又は精密診断法 

● 建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく国土交通省告示第 184

号別添「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針とな

るべき事項」第１項第１号に示される方法で建築物の地震に対する安全性

を評価した診断 

 

 

（ウ） 耐震診断士 

耐震診断を行う者は、建築士法第２条第１項に規定する建築士であり、

次の条件に該当する必要があります。 

● 地方公共団体又は一般財団法人日本建築防災協会が開催する木造住宅

耐震診断講習会の修了証の交付を受けた建築士（耐震診断士） 

 

１ 耐震診断 



5 

 

町では耐震診断士の派遣や紹介は行っておりません。 

  熊本県のホームページに「県が開催・指定した耐震診断・耐震改修設計等に

係る講習会の受講者」の情報が掲載されていますので、参考にしてください。 

 

県ＨＰ： 

熊本県建築物耐震診断・耐震改修設計等技術者情報（県民のみなさま向け） 

https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/115/4513.html 

 

 

 

          

用語の解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 耐震診断（一般診断法） 

耐震改修の必要性を判断することを目的とし、住宅の壁や天井等をはがすことなく、

目視による簡単な調査（予備調査）や既存の図面を基に住宅の耐震性能を診断する方

法です。 

 
□ 耐震診断（精密診断法） 

耐震改修工事の計画（設計）を行うことを目的とし、床下や天井裏から基礎、壁、柱、

梁等の構造の状態を確認し、必要がある場合には壁や天井等をはがして細部の確認を行

います。住宅の耐震性能を診断すると共に、改修後の耐震性能を確認する方法です。一

般診断法よりも、精度の高い診断方法です。改修設計の際には、原則この方法で診断を

行う必要があります。 

□ 上部構造評点 

上部構造評点とは、建築物の構造強度を示す指標の一つです。 

評点１．５以上       倒壊しない 

評点１．０以上１．５未満  一応倒壊しない 

評点０．７以上１．０未満  倒壊する可能性がある 

評点０．７未満       倒壊する可能性が高い 

 

まずは、耐震診断を実施し、自らの建物の耐震性を

把握しましょう。 

そして、耐震診断の結果、耐震性が不十分であった

場合は、耐震改修や建替えを検討しましょう。 
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  概 要   

  耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満のものを１．０以上にするため

の耐震改修設計（補強案の検討や設計図書の作成、工事費の積算等）及び耐震

改修工事を併せて行う場合に要する費用の一部を補助します。 

 

（ア） 補助金の額は、次の①又は②のいずれか低い方の額です。また、千円未

満の端数は切り捨てた額とします。 

（Ａ） 昭和 56年５月 31日以前に着工したもの又は高齢者等世帯 

   ①耐震改修工事に要する費用に 10 分の９を乗じて得た額 

   ②157万５千円 

（Ｂ） 昭和 56年６月１日から平成 12年５月 31日までに着工したもの 

   ①耐震改修工事に要する費用に 60 分の 53を乗じて得た額 

   ②132万５千円 

（Ｃ） （Ａ）及び（Ｂ）に該当せず、かつ、平成 28年熊本地震によりり災し

たことが確認できるもの 

   ①耐震改修工事に要する費用に５分の４を乗じて得た額 

   ②115万円 

 

 

（イ） 対象となる耐震改修設計の内容は次のとおりです。 

住宅の上部構造評点を１．０以上にするために行う改修計画・設計で、次のよ

うなものが対象です。 

● 現況建物の図面（配置図、平面図、構造図等）の作成費 

● 現地調査費 

● 現況建物の詳細調査に要する費用 

● 耐震改修工事の計画（改修後の耐震診断費含む）の作成に要する費用 

● 耐震改修図の作成に要する費用 

● 耐震改修工事費の見積もり作成に要する費用 等 

 

 

 

 

 

２ 総合支援メニュー（耐震設計＋耐震改修工事）関係 
（耐震改修設計及び耐震改修工事費の一括補助） 
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（ウ―１） 対象となる耐震改修工事の内容は次のとおりです。 

耐震改修設計に基づき行う改修工事です。主に次のようなものが該当します。 

● 筋交い及び構造用合板等による壁の補強 

● 金物等による補強 

● 基礎の補強 

● 屋根の軽量化 

● 壁補強工事による壁の破壊、復旧費 等 

 ※ 耐震化のために必要な壁等の破壊復旧については、仕上材は現況のものと

同等のものを使用してください。現況のものよりグレードアップしたもの

は補助対象となりません。 

 ※ その他、補助の対象となるか不明なものについては個別にご相談ください。 

 

（ウ－２） 対象とならない耐震改修工事の例は次のとおりです。 

・ 無筋コンクリート造の基礎の軽微なひび割れ補修 

 ・ 割れ、欠け、ずれのある瓦屋根を瓦で部分補修、葺き替え 

 ・ 割れのあるサイディング壁のシーリング補修 

 ・ 樋、バルコニー等、耐震性能に影響のない部材の補修 等 

 

（エ） 耐震診断士 

耐震改修設計・耐震改修工事の工事監理を行う者は、建築士法第２条第１項

に規定する建築士であり、次の条件に該当する必要があります。 

● 地方公共団体又は一般財団法人日本建築防災協会が開催する木造住宅

耐震診断講習会の修了証の交付を受けた建築士（耐震診断士） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

耐震診断に基づき、 

改修計画・設計を行う 

設計に基づいた工事を行い、 

耐震性を確保 
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  概 要   

  耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の戸建て木造住宅１棟すべてを

解体し、建替え設計に基づいて、同一敷地内で住宅を新築するための工事を行

う場合に要する費用の一部を補助します。 

 

（ア） 補助金の額は、次の①又は②のいずれか低い方の額です。また、千円未

満の端数は切り捨てた額とします。 

（Ａ） 昭和 56年５月 31日以前に着工したもの又は高齢者等世帯 

   ①建替え工事に要する費用に 10分の９を乗じて得た額 

   ②157万５千円 

（Ｂ） 昭和 56年６月１日から平成 12年５月 31日までに着工したもの 

   ①建替え工事に要する費用に 60分の 53を乗じて得た額 

   ②132万５千円 

（Ｃ） （Ａ）及び（Ｂ）に該当せず、かつ、平成 28年熊本地震によりり災し

たことが確認できるもの 

   ①建替え工事に要する費用に５分の４を乗じて得た額 

   ②115万円 

※建替え工事に要する費用は、耐震改修に要する費用相当額(建替え前の従前床

面積に 39,900円を乗じた額)といずれか低い額で算出。 

 

（イ） 対象となる内容は次のとおりです。 

上部構造評点が１．０未満の戸建て木造住宅を建替えるための設計・工事で、

次の条件を満たすものが対象です。 

● 一棟すべて解体し、新築すること。 

 ● 解体前の戸建て木造住宅があった敷地（同一敷地）に新築すること。  

 ● 建替え後の住宅が省エネ基準に適合すること。 

 ● 建替え後の住宅が土砂災害特別警戒区域外にあること。 

 

 

 

 

 

 

３ 総合支援メニュー（建替え設計＋建替え工事）関係 

耐震性が不足する住宅を建替え

することで、耐震性を確保 

（建替え設計及び建替え工事費の一括補助） 
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  概 要   

  地震発生時に、居住している住宅の倒壊から居住者の命を守るために設置

する、耐震シェルター工事に要する費用の一部を補助するものです。 

 

（ア） 耐震シェルター工事は、住宅の着工日と平成 28年熊本地震の認定結果

によって、次のいずれかの要件を満たす必要があります。 

（Ａ） 昭和 56 年５月 31日以前に着工した住宅の場合 

● 平成 28年熊本地震によりり災したことが確認できるもの 

 

（Ｂ） 昭和 56 年６月１日以降に着工した住宅の場合 

● 平成 28年熊本地震によりり災し、災害対策基本法に基づく住家の被害認

定（り災証明書）において、「全壊」又は「大規模半壊」と認定されたもの 

● 平成 28年熊本地震によりり災し、災害対策基本法に基づく住家の被害認

定（り災証明書）において、「半壊」又は「一部損壊」と認定され、かつ 

耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満であること。 

 

 

（イ） 補助金の額は、次の①又は②のいずれか低い方の額です。また、千円未

満の端数は切り捨てた額とします。 

   ①耐震シェルター工事に要する費用に２分の１を乗じて得た額 

   ②20万円 

 

 

（ウ） 対象となる内容は次のとおりです。 

次のいずれかに該当する耐震シェルターを設置する工事 

① 他都道府県における評価委員会等の第三者機関による評定を受けたもの 

② 国土交通大臣又は公的機関の試験等によりその性能が評価されたもの 

③ 町長が上記①又は②と同等以上と認めたもの 

                                 等 

 

 

 

 

４ 耐震シェルター工事費 
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住宅の地震対策は耐震改修が最も効

果的ですが、経済的な理由などで大掛

かりな耐震改修ができない場合に、家

屋が倒壊しても一定の空間を確保する

装置として「耐震シェルター」がありま

す。 

 

↓参考サイト↓ 

東京都耐震ポータルサイトの「木造

住宅の安価で信頼できる『耐震改修工

法・装置』の事例紹介」→ 

https://www.taishin.metro.tokyo.lg

.jp/pdf/info/Pamph/dl_005_2112.pdf

?ver=20240612 

▲東京都耐震ポータルサイト 

「木造住宅の安価で信頼できる『耐震改修工法・装置』の 

事例紹介」より引用 
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事業は次の流れで進みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 共通事項  

（１） 申込受付期間 

 令和８年５月 15 日（金）～令和８年 11月 30日（月）（土・日・祝日を除く） 

 ※受付件数によっては、早期に受付終了または延長する場合があります。 

 

（２） 事業完了期限（完了実績報告書の提出期限） 

 令和９年 1月 29 日（金） 

 

（３） 申請者以外に所有権を有している人がいる場合、その全員に補助事業の

実施について承諾が得られている必要があります。 

 

（４） 建築基準法関係規定について 

 対象住宅が建築基準法関係規定に違反していることが判明した場合、補助金

の交付が受けられません。なお、耐震改修工事や建替え工事にあたっては、建築

士等の専門家にお尋ねのうえ、適切な申請、届出をお願いします。 

 

（５） 書類の作成 

申請の際に添付する書類の中には、専門的な知識が必要な書類があります。 

申請者（所有者）本人による申請書類（補助金交付申請書、完了実績報告書な

ど）の作成や施工写真の撮影などが難しい場合は、施工業者へご相談ください。

なお、申請者（所有者）以外が申請書等の提出を行う場合は、委任状が必要です。 

  

(ｄ)完了実績報

告書の提出 

(ｅ)補助金額の 

確定 

(ｆ)補助金の 

請求・受取 

(ａ)補助金交付

申請書の提出 

(ｂ)補助金交付

決定通知の受取 

（ｃ）契約の締結・

事業の実施 

事
前
相
談 

２ 事業の流れ 
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（ａ）補助金交付申請書の提出 

 提出方法：令和８年（2026年）５月 15 日（金）から 11月 30 日（月）までの

期間中に次の書類をそろえて建設課に提出してください。 

      ※委任状を添付することで、依頼する業者の方が書類を提出することができます。 

確認欄 提出書類 

 ① 補助金交付申請書（様式第１号）   

 ② 補助対象事業実施計画書（耐震診断）（様式第２号―７） 

 
③ 申請者（所有者）及び世帯員の住民票の写し 

 ※マイナンバーは省略してください 

 ④ 補助対象経費が確認できる書類（見積書等）の写し 

 ⑤ 設計者の建築士の資格証の写し 

 ⑥ 設計者が耐震診断士であることが分かるもの 

 
⑦ 住宅の登記事項証明書又は当該住宅の所有者が分かる書類の 

写し 

 
⑧ 補助対象住宅の建築確認済証の写し、又は当該住宅の建築年月 

日が分かるもの 

 
⑨ 補助対象住宅に共有者がいる場合には、御船町戸建て木造住宅

耐震改修等承諾書（様式第４号） 

 
⑩ 補助対象住宅が、昭和 56 年６月１日以降に着工している場合

には、平成 28年熊本地震により罹災したことが確認できる書類 

 ⑪ 町税滞納有無調査承諾書（様式第３号） 

 ⑫ 位置図（付近見取り図） 

 ⑬ 現況写真（外観写真２方向以上） 

 

 
⑭ 委任状（手続きを別の者に委任する場合） 

２―１ 事業の実施≪耐震診断の場合≫ 
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（ｂ）補助金交付決定通知の受取 

 補助金交付申請書の提出後、提出書類の審査を行います。 

審査が終わりましたら、町から熊本県に対して補助金申請の手続きを行いま

す。手続きが終わりましたら、申請者に補助金交付決定を行い、決定通知書をお

渡しします。（本手続きは、時期によっては１カ月から２カ月程度お時間をいた

だく場合があります） 

 

（ｃ）契約の締結・事業の実施 

補助金交付決定通知書を受け取った後、業者と契約を締結し、診断を実施して

ください。 

診断完了後は、必要に応じ診断を行った者に聞き取り等を行い、診断内容をご

確認ください。診断を行った者から提出された完成図書を確認後、業者に費用

（診断費）を全額支払い、領収書を受け取ってください。 

⚠注意事項 

① 補助金交付決定通知書の日付より前に契約、診断等してしまうと、補助金

を交付することができなくなります。必ず「補助金交付決定通知書」受取後、

交付決定日（通知書の右上に記載された日付）以降の日付で契約を締結して

ください。 

② 事業内容、金額、完了予定期日等が変更になると見込まれる場合は、事前

に町へ相談し、「補助金交付変更承認申請書」を提出してください。内容確

認後、町から「補助金交付変更承認通知書」をお渡ししますので、それから

施行業者等と変更契約を行ってください。変更承認通知を受ける前に変更契

約をされた場合、補助金の交付が受けられない場合があります。 

 

 

（ｄ）完了実績報告書の提出 

 診断費の支払いが終わりましたら、交付決定通知書の完了予定期日までに、次

の書類をそろえて建設課に提出してください。 

 

確認欄 提出書類 

 ① 完了実績報告書（様式第 12号） 

 ② 補助対象事業に係る契約書の写し 
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 ③ 現況建物の耐震診断結果報告書の写し、配置図、各階平面図 

 ④ 補助対象事業に係る領収書の写し 

 ⑤ 現地調査状況等の写真等 

 
⑥ 補助金交付請求書（様式第 15号） 

※申請日は記入しないでください。 

 

（ｅ）補助金額の確定 

 町で完了実績報告書の内容を確認し、検査を行った後、補助金額を確定します。 

 

（ｆ）補助金の受取 

補助金交付請求書に基づき、申請者の指定口座に補助金を振り込みます。 
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（ａ）補助金交付申請書の提出 

 提出方法：令和８年（2026年）５月 15 日（金）から 11月 30 日（月）までの

期間中に次の書類をそろえて建設課に提出してください。 

      ※委任状を添付することで、依頼する業者の方が書類を提出することができます。 

確認欄 提出書類 

 ① 補助金交付申請書（様式第１号）   

 
②補助事業実施計画書（耐震改修設計費及び耐震改修工事費の一

括補助）（様式第２号－１） 

 
③ 申請者（所有者）及び世帯員の住民票の写し 

 ※マイナンバーは省略してください 

 ④ 補助対象経費が確認できる書類（見積書等）の写し 

 ⑤ 設計者の建築士の資格証の写し 

 ⑥ 設計者が耐震診断士であることが分かるもの 

 
⑦ 住宅の登記事項証明書又は当該住宅の所有者が分かる書類の 

写し 

 
⑧ 補助対象住宅の建築確認済証の写し、又は当該住宅の建築年月 

日が分かるもの 

 
⑨ 補助対象住宅に共有者がいる場合には、御船町戸建て木造住宅

耐震改修等承諾書（様式第４号） 

 ⑩ 耐震診断結果報告書の写し 

 

⑪ 補助対象住宅が、昭和 56 年６月１日以降に着工している場合

は、平成 28 年熊本地震により罹災したことが確認できる書類

（り災証明書） 

 ⑫ 町税滞納有無調査承諾書（様式第３号） 

 ⑬ 位置図（付近見取り図） 

２―２ 事業の実施 

≪総合支援メニュー（耐震設計＋耐震改修工事）の場合≫ 
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 ⑭ 現況写真（外観写真２方向以上） 

 
⑮ 申請者（所有者）又は世帯員が、身体障害者手帳、療育手帳又

は精神障害者保健福祉手帳を所有している場合はその写し 

 
⑯ 申請者（所有者）又は世帯員が、介護保険法の要介護者若しく

は要支援者である場合は、被保険者証の写し 

 
⑰ 世帯用課税証明書（申請者及び世帯員の全員が非課税であるこ

とが分かるもの） 

 

 
⑱ 委任状（手続きを別の者に委任する場合） 

 

（ｂ）補助金交付決定通知の受取 

 補助金交付申請書の提出後、提出書類の審査を行います。 

審査が終わりましたら、町から熊本県に対して補助金申請の手続きを行いま

す。手続きが終わりましたら、申請者に補助金交付決定を行い、決定通知書をお

渡しします。（本手続きは、時期によっては１カ月から２カ月程度お時間をいた

だく場合があります） 

 

（ｃ-1）契約の締結・事業の実施（耐震改修設計） 

補助金交付決定通知書を受け取った後、業者と耐震改修設計の契約を締結し、

耐震改修設計を実施してください。 

⚠注意事項 

 補助金交付決定通知書の日付より前に契約、診断等してしまうと、補助金

を交付することができなくなります。必ず「補助金交付決定通知書」受取後、

交付決定日（通知書の右上に記載された日付）以降の日付で契約を締結して

ください。 

 

※ 設計に際し、より詳細な調査を行い、耐震診断を実施した結果、上部構造評点が１．０

以上（倒壊しない、一応倒壊しない）という結果になった場合は、耐震改修設計のみの補助

（完了部分までの業務が対象）へ変更手続きが必要です。 

提出書類 

●補助金交付変更承認申請書 

 ●完了部分までの耐震改修設計の見積書 

 ●耐震診断結果報告書の写し 

 ●耐震改修設計実施証明書 
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（ｃ-2）契約の締結・事業の実施（耐震改修設計の完了報告（及び補

助金交付変更承認申請） 

 
耐震改修設計が完了したら、必要に応じ設計者に聞取り等を行い、設計内容に

問題がないか確認のうえ、速やかに耐震改修設計完了報告書を提出してくださ

い。 

 

※ 耐震改修設計が完了したが、耐震改修工事を実施しない場合 

耐震改修設計が終わった際に、耐震改修工事の費用や工期等の理由で、耐震改修工事を

実施しない場合、耐震改修設計のみの補助へ変更手続きが必要になります。 

耐震改修工事を実施しない場合でも、耐震改修設計に掛かった費用については、業者へ

の支払いが必要ですのでご注意ください。 

  

確認欄 提出書類 

 
① 耐震改修設計完了報告（及び補助金交付変更承認申請）書 

（様式第１０号）   

 ② 耐震改修設計に係る契約書の写し 

 ③ 現況の各階平面図 

 ④ 補強計画及び設計図書 

 ⑤ 耐震改修工事の見積書 

 ⑥ 工程表 

 ⑦ 現況写真（外観写真２方向以上） 

 ⑧ 耐震診断結果報告書の写し 

 

（ｃ-3）契約の締結・事業の実施≪耐震改修設計の完了報告（及び補

助金交付変更承認申請）通知の受取≫ 
 

完了報告書の確認後、町から耐震改修設計完了確認（及び補助金交付変更承認）

通知を送付します。 
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（ｃ-4）契約の締結・事業の実施（耐震改修工事） 

耐震改修設計完了確認（及び補助金交付変更承認）通知を受け取った後、業者

と耐震改修工事の契約を締結し、耐震改修工事を実施してください。 

⚠注意事項 

 耐震改修設計完了確認（及び補助金交付変更承認）通知の日付より前に契

約すると、補助金を交付することができなくなります。必ず確認通知の日付

以降に契約を締結してください。 

 

 

 

●工事写真について 

耐震改修の設計図書のとおり工事が適切に行われているのかを確認するた

め、工事写真の提出が必要です。工事写真がない時には、補助の対象とならな

い場合があります。 

    

    

 

工事完了後は、業者に費用（工事費）を全額支払い、領収書を受け取ってくだ

さい。 

 

 

着手前 ・工事着手前の状況が分かる室内等の全景写真 

補強材料、仕上材 ・既存の仕上状況が確認できる写真（補強箇所ごと） 

仕上材等の解体時 
・既存の壁内の状況が確認できる写真（補強箇所ご

と） 

補強部材取付作業時 
・補強部材の取付の作業状況が確認できる写真 

（補強箇所ごと） 

補強部材取付完了時 
・補強状況（取付状況）が確認できる写真 

（補強箇所ごと） 

補強工事完了後 

・完了後の全景写真（着手前に撮影した同場所から撮

影） 

・補強部分の補強後の仕上げ状況が確認できる写真 

（補強箇所ごと） 
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（ｄ）完了実績報告書の提出 

 工事費の支払いが終わりましたら、交付決定通知書の完了予定期日までに、次

の書類をそろえて建設課に提出してください。 

 

確認欄 提出書類 

 ① 完了実績報告書（様式第 12号） 

 ② 耐震改修工事に係る契約書の写し 

 ③ 工事監理報告書（様式第 13号）の写し 

 ④ 耐震改修工事に係る領収書の写し 

 ⑤ 工事写真 

 
⑥ 補助金交付請求書（様式第 15号） 

※申請日は記入しないでください。 

 

（ｅ）補助金額の確定 

 町で完了実績報告書の内容を確認し、申請者及び業者立会いのもと完了検査

を行います。検査の結果、工事に問題がなければ補助金額を確定します。 

 

（ｆ）補助金の受取 

補助金交付請求書に基づき、申請者の指定口座に補助金を振り込みます。 
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（ａ）補助金交付申請書の提出 

 提出方法：令和８年（2026年）５月 15 日（金）から 11月 30 日（月）までの

期間中に次の書類をそろえて建設課に提出してください。 

      ※委任状を添付することで、依頼する業者の方が書類を提出することができます。 

確認欄 提出書類 

 ① 補助金交付申請書（様式第１号）   

 
② 補助事業実施計画書（耐震改修設計費及び耐震改修工事費の一

括補助）（様式第２号－４） 

 ③ 工程表 

 
④ 申請者（所有者）及び世帯員の住民票の写し 

 ※マイナンバーは省略してください 

 ⑤ 補助対象経費が確認できる書類（見積書等）の写し 

 
⑥ 住宅の登記事項証明書又は当該住宅の所有者が分かる書類の 

写し 

 ⑦ 町税滞納有無調査承諾書（様式第３号） 

 
⑧ 補助対象住宅に共有者がいる場合には、御船町戸建て木造住宅

耐震改修等承諾書（様式第４号） 

 
⑨ 補助対象住宅の建築確認済証の写し、又は当該住宅の建築年月 

日が分かるもの 

 ⑩ 現況写真（外観写真２方向以上） 

 ⑪ 建替え前の配置図 

 ⑫ 現況住宅の耐震診断結果報告書の写し 

 ⑬ 現況の各階平面図 

 ⑭ 位置図（付近見取り図） 

２―３ 事業の実施 

≪総合支援メニュー（建替え設計＋建替え工事）の場合≫ 
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⑮ 補助対象住宅が、昭和 56 年６月１日以降に着工している場合

は、平成 28 年熊本地震により罹災したことが確認できる書類

（り災証明書） 

 ⑯ 工事監理者の建築士の資格者証 

 
⑰ 申請者（所有者）又は世帯員が、身体障害者手帳、療育手帳又

は精神障害者保健福祉手帳を所有している場合はその写し 

 
⑱ 申請者（所有者）又は世帯員が、介護保険法の要介護者若しく

は要支援者である場合は、被保険者証の写し 

 
⑲ 世帯用課税証明書（申請者及び世帯員の全員が非課税であるこ

とが分かるもの） 

 

 
⑳ 委任状（手続きを別の者に委任する場合） 

 

（ｂ）補助金交付決定通知の受取 

 補助金交付申請書の提出後、提出書類の審査を行います。 

審査が終わりましたら、町から熊本県に対して補助金申請の手続きを行いま

す。手続きが終わりましたら、申請者に補助金交付決定を行い、決定通知書をお

渡しします。（本手続きは、時期によっては１カ月から２カ月程度お時間をいた

だく場合があります） 

 

（ｃ）契約の締結・事業の実施（建替え設計＋建替え工事） 

補助金交付決定通知書を受け取った後、業者と建替え設計・建替え工事の契約

を締結し、建替え設計・建替え工事を実施してください。 

工事が完了したら、現場の確認を行い、工事に問題がないかご確認ください。

工事に問題がなければ、工事費を支払い、領収書を受け取ってください。 

 

※ 必ず工事写真（既存住宅の解体工事前、解体工事完了、新築住宅の工事完了）

を撮影してください。 

 

⚠注意事項 

① 補助金交付決定通知書の日付より前に契約等してしまうと、補助金を交付

することができなくなります。必ず「補助金交付決定通知書」受取後、交付

決定日（通知書の右上に記載された日付）以降の日付で契約を締結してくだ

さい。 
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② 事業内容、金額、完了予定期日等が変更になると見込まれる場合は、事前

に町へ相談し、「補助金交付変更承認申請書」を提出してください。内容確

認後、町から「補助金交付変更承認通知書」をお渡ししますので、それから

施行業者等と変更契約を行ってください。変更承認通知を受ける前に変更契

約をされた場合、補助金の交付が受けられない場合があります。 

 

 

（ｄ）完了実績報告書の提出 

 工事費の支払いが終わりましたら、交付決定通知書の完了予定期日までに、次

の書類をそろえて建設課に提出してください。 

 

確認欄 提出書類 

 ① 完了実績報告書（様式第 12号） 

 ② 補助事業に係る契約書の写し 

 ③ 工事監理報告書（様式第 13号）の写し 

 
④ 工事写真（既存住宅の解体工事前、解体工事完了、新築住宅の

工事完了） 

 ⑤ 補助事業に係る領収書の写し 

 ⑥ 建替え後の配置図 

 ⑦ 建替え工事の設計の内容を確認できる書類 

 
⑧ 建替え後の住宅が省エネ基準に適合することを確認できる書 

 類 

 
⑨ 建築基準法第７条第１項又は同法第７条の２第１項の規定に

基づく検査済証の写し 

 
⑩ 補助金交付請求書（様式第 15号） 

※申請日は記入しないでください。 
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（ｅ）補助金額の確定 

 町で完了実績報告書の内容を確認し、申請者及び業者立会いのもと完了検査

を行います。検査の結果、工事に問題がなければ補助金額を確定します。 

 

（ｆ）補助金の受取 

補助金交付請求書に基づき、申請者の指定口座に補助金を振り込みます。 
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（ａ）補助金交付申請書の提出 

 提出方法：令和８年（2026年）５月 15 日（金）から 11月 30 日（月）までの

期間中に次の書類をそろえて建設課に提出してください。 

      ※委任状を添付することで、依頼する業者の方が書類を提出することができます。 

 

確認欄 提出書類 

 ① 補助金交付申請書（様式第１号）   

 ② 補助事業実施計画書（耐震シェルター工事）（様式第２号－６） 

 ③ 工程表 

 
④ 申請者（所有者）及び世帯員の住民票の写し 

 ※マイナンバーは省略してください 

 

⑤ 補助対象経費が確認できる書類（見積書等）の写し 

※耐震シェルターの設置に関する工事費用（補助対象経費）と、

それ以外の工事費用（補助対象外）に項目を分けて記載された

もの 

 
⑥ 住宅の登記事項証明書又は当該住宅の所有者が分かる書類の 

写し 

 ⑦ 町税滞納有無調査承諾書（様式第３号） 

 
⑧ 補助対象住宅に共有者がいる場合には、御船町戸建て木造住宅

耐震改修等承諾書（様式第４号） 

 
⑨ 補助対象住宅の建築確認済証の写し、又は当該住宅の建築年月 

日が分かるもの 

 ⑩ 現況写真（外観写真２方向以上及び設置予定場所の写真） 

 ⑪ 各階平面図（設置前、設置後） 

 

⑫ 補助対象住宅が、昭和 56 年６月１日以降に着工している場合

は、平成 28 年熊本地震により罹災したことが確認できる書類

（り災証明書） 

２―４ 事業の実施≪耐震シェルター工事≫ 
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 ⑬ 耐震診断を実施している場合は、耐震診断結果報告書の写し 

 ⑭ 位置図（付近見取り図） 

 ⑮ 委任状（手続きを別の者に委任する場合） 

 

 

（ｂ）補助金交付決定通知の受取 

 補助金交付申請書の提出後、提出書類の審査を行います。 

審査が終わりましたら、補助金交付決定を行い、決定通知書をお渡しします。

（本手続きは、時期によってはお時間をいただく場合があります） 

 

（ｃ）契約の締結・事業の実施 

補助金交付決定通知書を受け取った後、業者と耐震シェルター工事の契約を

締結し、耐震シェルター工事を実施してください。 

工事が完了したら、現場の確認を行い、工事に問題がないかご確認ください。

問題がなければ、工事費を支払い、領収書を受け取ってください。 

 

※ 必ず工事写真（シェルター設置前、工事中、設置後、工事完了）を撮影して

ください。 

 

⚠注意事項 

① 補助金交付決定通知書の日付より前に契約、診断等してしまうと、補助金

を交付することができなくなります。必ず「補助金交付決定通知書」受取後、

交付決定日（通知書の右上に記載された日付）以降の日付で契約を締結して

ください。 

② 事業内容、金額、完了予定期日等が変更になると見込まれる場合は、事前

に町へ相談し、「補助金交付変更承認申請書」を提出してください。内容確

認後、町から「補助金交付変更承認通知書」をお渡ししますので、それから

施行業者等と変更契約を行ってください。変更承認通知を受ける前に変更契

約をされた場合、補助金の交付が受けられない場合があります。 
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（ｄ）完了実績報告書の提出 

 工事費の支払いが終わりましたら、交付決定通知書の完了予定期日までに、次

の書類をそろえて建設課に提出してください。 

 

確認欄 提出書類 

 ① 完了実績報告書（様式第 12号） 

 ② 補助対象事業に係る契約書の写し 

 ③ 工事写真（シェルター設置前、工事中、設置後、工事完了） 

 ④ 補助対象事業に係る領収書の写し 

 
⑤ 補助金交付請求書（様式第 15号） 

※申請日は記入しないでください。 

 

（ｅ）補助金額の確定 

 町で完了実績報告書の内容を確認し、申請者及び業者立会いのもと完了検査

を行います。検査の結果、工事に問題がなければ補助金額を確定します。 

 

（ｆ）補助金の受取 

補助金交付請求書に基づき、申請者の指定口座に補助金を振り込みます。 
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◆登記事項証明書 

 ・入手先：法務局又は御船法務局証明サービスセンター 

 ・必要なものや手数料等については、直接お問い合わせください。 

 

熊本地方法務局 

〒862-0971 熊本市中央区大江３丁目 1－53 熊本第二合同庁舎 

電話：096（364）2145 

取扱時間：午前８時 30分から午後５時 15分まで 

 

御船法務局証明サービスセンター 

〒861-3207 御船町御船 847-3 

電話：096（364）2145（熊本地方法務局本局（熊本市中央区大江）につながります） 

取扱時間：午前９時から午後４時 30 分まで（正午から午後 1 時までを除く。）  

 

 

◆住民票 

 ・入手先：御船町役場 町民税務課 町民案内係（096-282-1112） 

 ・必要なものや手数料等については、直接お問い合わせください。 

 

 

◆世帯用課税証明書 

 ・入手先：御船町役場 町民税務課 課税係（096-282-1114） 

 ・必要なものや手数料等については、直接お問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

４ 申請書類等の入手先 


